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北朝鮮に対する全面輸出入禁止措置等の継続について(依頼)

当協会の業務運営につきましては、日頃からご支援、ご協力を頂きお礼申し上げます。

さて、標記のことについて、農林水産省消費・安全局畜水産安全管理課薬事監視指導班

長より通知がありましたのでお知らせします。
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北朝鮮に対する全面輸出入禁止措置等の継続について(依頼)

今般、別添のとおり通知がありましたので、内容をご確認の上、貴会会員に周

知のほど、お願い致します。
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消豊・安令j,)長殿

平成 18年10j114 打より北朝鮮からの輪人禁止等の措置を、平成 21年61118 Πよ

り北朝鮮ヘの輸川の禁止等の擶楓を火施しているところですが、4門5Uの閣議決定に

より、北'筋鮮とのすべての貨物の輸川人禁止等の措置が平成 27年4j113Hまで延長さ

れます。

つきましては、ド,祉の事項に 1'分御拙意いただきますよう、貰j,}庁関係団体及び団体

傘卜企業等に1帯知のほど、お願いいたします。

なお、農林水産省としては、この輸1.H入禁止措置の適Ujな火施に資するよう、大n官

リ}1司際部国際雜済課貿易関税等チーム貿易企向班(電話:03-6744-150D において、関

係業老等からの澗い合わせに応ずることとし・ておりますので、併せて御1縫知ください

北朝鮮に対する令lhi輸出人禁止11,i置等の継絖について

211珂際第 U76 り

平成 25年4 打 5 H

総括帯議官(1叫際)

1 輪出人禁止措置

(D 北朝鮮を仕向地とするすべての貨物について、輪出を禁止。

(2)北朔鮮を原産地又は船鞁地域とするすべての貨物について、輸人を禁止

2 輪出人禁止措置に関述する揣綴

(1)北朝鮮と第岡の間の貨物の移動を伴う貨物の売買、賃1告又は捌ij・に関する取引

(仲介貿易取引)を禁止

(2)輸人承認を受けずに行う原産地又は船秘地域が北'辧鮮である貨物の輸入代令の支

払を禁止。

経済産業竹ホームページのサイトにも措置について掲載されるr,定ですので、そちら

も参照ドさい。

※URL : h l u〕://WWW.冊Cli.宮0. jp/policY/cxlernal_economy/【「加C_con {「0}/boek ik肌ri/

k il achosen. h {円
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News Release

外国為替及び外国貿易法に基づく北朝鮮輸出入禁止措置の継続

経済産業省は、「外国為替及び外国貿易法に基づく北朝鮮に係る対応措置について」

(平成25年4月5白閣議決定)に基づき、北朝鮮を仕向地とする全ての貨物の輸出禁

止及び北朝鮮を原産地又は船積地域とする全ての貨物の輸入禁止等の措通を継続する

二ととしました。

本措置は、これまで1年毎に継続のために延長してきたところですが、北朝鮮をめぐ

る諸般の情勢を総合的に勘案し、北朝鮮がこれ以上の挑発行為を控え、諸懸案の解決に

向けた前向きで具体的な行動をとるよう強く求めるため、上記閣議決定において、

「2年問」延長することときれています。

具体的な内容は、以下のとおりです。

の内六

り北朝鮮を仕向地とする全ての貨物について、経済産業大臣の輸出承認義務を課

すことにより、輸出を禁止します(関係条文:外国為替及び外国貿易法(以下「外

為法」という。)第48 条第 3項)。

^

経済産業省

平成25年4月5日

2)北朝鮮を原産地又は船積地域とする全ての貨物について、

承認義務を課すことにより、輸入を禁止します(関係条文

、'封^ψι'刷^D蹴会..U.゛」=Ⅱ,

3)これらの措貫に万全を期すため、次の取引等を禁止します。

①北朝鮮と第三国との間の移動を伴う貨物の売買、貸借又は贈与に関する取引

(仲介貿易取引)(関係条文:外為法第25条第 6項)

②輸入承認を受けずに行う原産地又は船積地域が北朝鮮である貨物の輸入代金

の支払(関係条文.外為法第 16条第5項)

(4)人道自的等に該当するものについては、措這の例外として取り扱うものとしま

す。

2.置の

上記の措遣は、平成25年4月14日から平成27年4月13日までの間、実施しま

す。

経済産業大臣の輸入

外為法第52 条)。
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